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１．安保法制の目的は武器輸出
川越弘（沖縄伝道所牧師）
安保法案の参院強行採決されるなかで、経団連（日本経済団体連合会）は「防衛産業政策の実行に向けた提言」を発表した。武器など防衛装備品の輸出を「国家戦略として推進すべき」という主張である。安全保障関連法案が成立すれば、自衛隊の国際的役割が拡大し、防衛産業の役割は一層高まると指摘した。また、10月に発足する防衛装備庁に「適正な予算確保」や人員充実、装備品の調達や生産、輸出の促進を求めた。（朝日新聞9月10日）

安倍政権が集団的自衛権容認、安保法制を強行した背景に、米国の意向だけでなく経団連の根強い要望があった。7月19日、NHKの『日曜討論』に出演した山本太郎（参院議員）はこう主張した。「この法案の真の目的は、安全保障ではなく、経団連の金儲けがあります。国内には武器を製造する企業がたくさんあります。イージス艦1隻に2500社、戦闘機1機に1100社の国内企業がかかわっている。武器輸出の解禁は、経団連のリクエストです。これを実現させたのが安倍総理です。選挙の組織票と日頃の資金提供のご恩返です」と。

しかし「防衛装備移転三原則」では、一応武器の輸出を「平和貢献・国際協力の推進に資する」「日本の安全保障に資する」場合と限定しており、武器を大々的に輸出するには、「国際協力」「安全保障」の範囲を広げる必要がある。そこで経団連はさらに集団的自衛権容認、安保法制の成立を安倍政権に働きかけた。自衛隊が「地球上のあらゆる場所」に出かけられる体制を作ることで、さまざまな国に武器を輸出できるからである。　　

さらに安倍政権は、新たな武器輸出政策を検討している。開発途上国などに、武器購入資金を低金利で貸し出し、政府自ら武器を日本の防衛関連企業から買い取り、相手国に贈与する援助制度を創設するという。 国民の税金を使って、海外に日本製の武器をばらまき、日本の軍需産業を儲けさせようと考えている。

すでに、日本の防衛産業には多くの防衛官僚、自衛隊幹部が天下りをしているが、武器援助事業参入を狙う新興企業やこれに関する特殊法人が新たな天下り先になる。安保法制が成立することでこの金儲けはさらに広がり、日本に巨大な利権をもった軍産複合体が誕生する。金儲け利権のためにばらまかれる武器は、海外で“人殺し”に使われる。

防衛装備移転三原則では、「輸出先の国から第三国に日本の事前同意なしに（武器を）移転することも一定の条件のもと認められて」おり、海外に輸出されたら、どこの国で使われるか追跡は不可能。元アメリカ国務省日本部長のケビン・メアは、NHKの同番組で「アメリカに部品を供給すれば、その先、どこに輸出されるか追跡する術はない」と言い切っている。日本が作って売った武器・兵器が、紛争地域やISなどの過激派組織の手にわたることも十分考えられる。
　　　　　　参考資料（週刊リテラシー、朝日新聞、NHK）

２．非暴力をもう一度考えよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井上　豊（広島長束教会牧師）
　私たちは今、非暴力ということをもう一度しっかり考えるべき時に来ています。一部の政治家が、「わが国の安全保障環境が厳しさを増す中で…」と言って平和憲法を骨抜きにし、日本の軍事化を進めているだけになおさらです。中国と北朝鮮の脅威が語られ、サイバー空間から宇宙まで激烈な闘いが行われていると言われている中で、私たちは聖書の根本に立ち返ると共に、平和への取り組みをバージョンアップすることが求められています。

私たちの多くは、何となく暴力より非暴力の方が良いと思っていますが、そこにしっかりとした拠り所がなければ、いざという時に流されてしまうでしょう。平和な環境の中で暴力反対や憲法九条擁護を叫ぶことが出来ても、状況が変わった中でそれを貫くのは簡単ではありません。

　非暴力はよく無抵抗主義と言われ、無力なものだと思われることがあるのですが、それとこれとは全く別ものです。マハトマ・ガンジーやキング牧師が始めたものは、暴力を用いない抵抗運動でありました。「非暴力は、死ぬことを恐れるような者や抵抗する力を持たない者には教えることができないものである。」（ガンジー）

　非暴力は、暴力を用いることと比べはるかに人命の犠牲が少なく、いってみれば非常に安上がりですむものです。例えばイギリスの植民地下にあった約３億人のインドの人々は、約8000人の命を犠牲に、非暴力によって独立を勝ち取りました。イギリス側には一人の死傷者も出ませんでした。一方、アメリカの軍事介入を耐え抜いて統一を勝ち取った人口4918万人（1975年時）のベトナムの場合、それまでの犠牲者数はベトナム人、アメリカ人、その他を合わせて119万～277万とされています。侵略者に対し武器をとって反撃することにいくら大義があったとしても、今となってみれば、これほどの犠牲が必要だったのかと思わせられるのです。

　非暴力行動の淵源にもなり、根拠ともなったマタイ福音書５章39節、「悪人に手向かってはならない」をみましょう。これは邪悪な人々に対し抵抗せず、屈服することを勧めているように受け取られがちです。しかし、「手向かう」と訳された「アンティステーナイ」の語を調べると、これまでの翻訳よりはるかに強い意味が含まれていることがわかりました。正しい翻訳は、「悪人に対して、同じように殴り返してはならない」とか「悪人に暴力的に対抗してはならない」となり、暴力に対して暴力で報復することを戒める内容となっているのです。

　主イエスは悪人に対し抵抗を呼びかけ、かつそのとき暴力を使用することを斥けられます。私たちがこのことを曲解し、いたずらに敗北主義に陥ったり、逆に、心の中に暴力を温存するようであってはなりません。

　私は、日本国憲法第九条は、集団的自衛権のみならず個別的自衛権をも否定しているものと考えます。では仮に某国が侵略してきたらどうするのかと言われるわけですが、かりにそんなことが起こったとしても非武装国民抵抗を主軸とするあらゆる非暴力的な方法によってたたかう道があるのです。もちろん、そのためには非暴力行動を平時から考え、準備し、訓練することがなければなりません。
３．歴史認識について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　篠塚予奈（東京告白教会牧師）
　今年、2015年8月14日に、「終戦七十年を迎えるにあたり」と出された「内閣総理大臣談話」(以下、談話と略記する。なお、談話の全文は、首相官邸ホームページにおいて閲覧可能である)を出来るだけ丁寧に読んでみることから、この談話を出した日本政府の「意図」、その政府が主導する今の日本、その中にあるキリストの教会の課題を考察してみたい。
　談話を丁寧に読んでみると、キーワードとなっているのが「繁栄」であることが確認される。「繁栄」が何より先ず大切であり、第一であるということがこの談話を貫いている。談話は最後、結論の段になって「繁栄こそ、平和の礎です」と述べている。談話はその中盤、「戦後七十年」の日本の歴史を振り返っている段でも、その最後を「アジア、そして世界の平和と繁栄に力を尽くす。その大きな責任があります」としている。いろいろなことが盛り込まれ、述べられ、展開されているかのような談話であるが「繁栄」がその結論、そして目標としていることであることがはっきり読み取られる。平和のために、繁栄を追い求める、追い求めねばならない。日本は今後、繁栄のためさらに力を尽すと述べ、談話は閉じられている。「私たちは、国際秩序への挑戦者となってしまった過去を、この胸に刻み続けます。だからこそ、我が国は、自由、民主主義、人権といった基本的価値を揺るぎないものとして堅持し、その価値を共有する国々と手を携えて、『積極的平和主義』の旗を高く掲げ、世界の平和と繁栄にこれまで以上に貢献してまいります」。
談話が述べている「繁栄」は経済的なもので、「私たちは、経済のブロック化が紛争の芽を育てた過去を、この胸に刻み続けます」とはっきり述べている。中心課題は経済の「繁栄」であるということがこの談話を貫いている。「経済のブロック化」のせいで、日本は「繁栄」が危うくなった、それで仕方なく日本は「戦争への道を進んで」行ったと談話の最初、日本の戦前の歴史を伝えている段も述べている。「しかし、世界恐慌が発生し、欧米諸国が、植民地経済を巻き込んだ、経済のブロック化を進めると、日本経済は大きな打撃を受けました。その中で日本は、孤立感を深め、外交的、経済的な行き詰まりを、力の行使によって解決しようと試みました」。そして談話では、日本の敗戦までのこと、とりわけ、そこでさまざまに犠牲になった人たちのことを取り上げるのであるが、その段のまとめでは、「これほどまでの尊い犠牲の上に、現在の平和がある」と述べている。これを述べて最後、この談話全体は「繁栄こそ平和の礎です」と結ばれているのである。つまり談話は、今後も「繁栄」のため犠性が出ることはあるし、それは仕方のないことである、平和のための「尊い犠牲」だとしているのである。このように、談話は、七十年前、またそれに至るまでとそして七十年前からこれまでの日本、さらにこれからの日本も全く同じものとしているものである。
談話が示しているように、日本がかつて、「繁栄」のため、「平和」のため、つまり自己の利益確保、拡大、それによる自己保身で、自ら戦争に陥っていったこと、その罪責、その根は、この国にいまだに清算されることなく、解消されることなしに、形を変えて残っている。それどころか、自己の利益確保、拡大、それによる自己保身の思いはむしろその力を増し加えているのではないか。ただただ「繁栄」、自らの利益確保、拡大、それによる自己保身のみが、この国の今のあり様であり、それは、七十年前の敗戦にこの国を至らせたものであり、この七十年間で変わることがなかったものである。そのことを談話は、はっきり示している。このような談話が出されるこの時、この国で、キリストの教会は、談話が言うのと同じ「繁栄」、これに基づく「平和」を七十年間求めてきてはいなかったか。今も求めてはいないか。自らの利益の確保、自己保身に傾いていないかが問われている。これに取り組まないことは、既に、キリスト教会が、この国の滅びと自らを同じにしてしまっていることになるであろう。
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（編集後記）
　本来、委員５名全員の研究が提出されるべきところ、諸事情により３つだけになったことをお詫びいたします。
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